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様式第１号
参加表明書
　平成　　年　　月　　日
愛媛県市町総合事務組合長　様
（提出者）

所在地　
商号又は名称
代表者名　　　　　　　　　　　　　　㊞

電話番号
　平成31年１月10日付けで手続開始の公示のありました愛媛県自治会館新会館建設設計等委託業務のプロポーザル方式に係る手続に参加したいので、技術資料を添えて参加表明します。
　なお、参加表明書の内容については、事実と相違ないことを誓約します。
１　業務名　　　愛媛県自治会館新会館建設設計等委託業務
２　履行場所　　愛媛県松山市一番町四丁目１番地２
３　登録状況と技術職員の状況
　登録状況
	登録規程等の題名
	登録番号
	登録年月日
	登録部門

	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　


※　提出者欄には、平成29・30年度愛媛県建設工事等入札参加資格（測量・建設コンサルタント等）に建築関係建設コンサルタント業務で登録した商号等を記載すること。

※　用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。

様式第２号

	設計事務所の概要

	業務名
	　愛媛県自治会館新会館建設設計等委託業務

	設計事務所技術職員数
	人

	分野
	資格
	人数
	小計
	合計

	建築
	意匠
	一級建築士
	人
	人
	人

	
	
	二級建築士
	人
	
	

	
	
	その他（技術者）
	人
	
	

	
	構造
	構造設計一級建築士
	人
	人
	

	
	
	一級建築士
	人
	
	

	
	
	二級建築士
	人
	
	

	
	
	その他（技術者）
	人
	
	

	
	積算
	一級建築士
	人
	人
	

	
	
	建築コスト管理士　(　　人)

建築積算士　　　　(　　人)

二級建築士　　　　(　　人)
	人
	
	

	
	
	その他（技術者）
	人
	
	

	電気設備
	設備設計一級建築士
	人
	人
	

	
	建築設備士　　　　(　　人)

技術士　　　　　　(　　人)

一級建築士　　　　(　　人)
	人
	
	

	
	一級電気工事施工管理技士
	人
	
	

	
	二級電気工事施工管理技士
	人
	
	

	
	その他（技術者）
	人
	
	

	機械設備
	設備設計一級建築士
	人
	人
	

	
	建築設備士　　　　(　　人)

技術士　　　　　　(　　人)

一級建築士　　　　(　　人)
	人
	
	

	
	一級管工事施工管理技士
	人
	
	

	
	二級管工事施工管理技士
	人
	
	

	
	その他（技術者）
	人
	
	

	　 その他（土木等の技術職員）
	人
	

	備考
１　建築士事務所登録証明書の写しを添付すること。　

２　設計事務所技術職員数・資格は、設計事務所に所属する全員を対象とする。

３　複数の資格を有する者は、最も専門とする分野で記入とすること。

４　建築積算分野の建築コスト管理士、建築積算士、二級建築士の資格者数を、（　）内に記載すること。

５　電気設備分野及び機械設備分野の建築設備士、技術士及び一級建築士の資格者数を、（　）内に記載すること。


※　用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。

様式第３号

	　設計事務所の同種業務実績

	業務名
	発注者
	受注形態
	施設の概要
	設計業務

委託期間

	
	
	
	構造
階数
延べ面積
	着工年月
	

	代　表　例
	
	共同体

・

単体
	㎡
	
	平成　

年　月

～

年　月

	面　積　順
	
	共同体

・

単体
	㎡
	
	平成　

年　月

～

年　月

	面　積　順
	
	共同体

・

単体
	㎡
	
	平成　

年　月

～

年　月

	面　積　順
	
	共同体

・

単体
	㎡
	
	平成　

年　月

～

年　月

	面　積　順
	
	共同体

・

単体
	㎡
	
	平成　

年　月

～

年　月

	備考

１　同種業務実績は、平成21年４月１日から募集公告の日までの間に、鉄筋コンクリート造、鉄骨造又は鉄骨鉄筋コンクリート造で延べ床面積2,000㎡以上の設計業務実績（新築設計業務に限る。）を最大５件記載すること。また、代表例を最上段に記載し、それ以降は面積の大きい順とする。
２　同種業務実績の内容を確認できる資料（契約日、施設の概要、業務完了日、着工年月等が記載されているもの）の写しを添付すること。
３　施設の概要欄の構造には、耐震、制震又は免震構造についても記載すること。

４　施設の概要欄の階数には、地上階数及び地下階数を記載すること。


※　用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。

様式第４号

	　設計事務所の受賞実績

	受賞名
	受賞年月
	対象施設名称
（発注者）
	用途
構造
延べ面積
	受注形態

	
	平成　

年　月
	
	㎡
	共同体

・

単体

	
	平成　

年　月
	
	㎡
	共同体

・

単体

	
	平成　

年　月
	
	㎡
	共同体

・

単体

	
	平成　

年　月
	
	㎡
	共同体

・

単体

	
	平成　

年　月
	
	㎡
	共同体

・

単体

	
	平成　

年　月
	
	㎡
	共同体

・

単体

	
	平成　

年　月
	
	㎡
	共同体

・

単体

	
	平成　

年　月
	
	㎡
	共同体

・

単体

	備考
１　受賞実績は、平成21年４月１日から募集公告の日までの間に、鉄筋コンクリート造、鉄骨造又は鉄骨鉄筋コンクリート造の設計業務実績（新築設計業務に限る。）に対して、日本建築学会、日本建築家協会、日本建設業連合会、公共建築協会、日本建築士会連合会及び日本建築士事務所協会連合会から受賞したものに限り、直近の受賞年月順に最大５件記載すること。ただし、同一物件において複数の機関から受賞していたとしても、１件とする。

２　受賞を確認できる資料（賞状、掲載された雑誌等）の写しを添付すること。


※　用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。

様式第５号

	　管理技術者の同種業務実績等　　　　　※配置予定技術者

	氏名
	
	年齢
	歳
	実務経験年数
	年

	資格名
	一級建築士
	取得年月
	　　年　　　月

	
	
	
	　　年　　　月

	
	
	
	　　年　　　月

	同種業務実績

	設計業務名
	施設の概要
（構造・階数・延べ面積）
	業務期間
	立場

	代　表　例
	㎡
	平成　年　月

～平成　年　月
	

	面　積　順
	㎡
	平成　年　月

～平成　年　月
	

	面　積　順
	㎡
	平成　年　月

～平成　年　月
	

	面　積　順
	㎡
	平成　年　月

～平成　年　月
	

	面　積　順
	㎡
	平成　年　月

～平成　年　月
	

	主 な 受 賞 実 績

	受賞名
	受賞年月
	対象施設名称
（発注者）
	用途
構造
延べ面積

	
	平成　

年　月
	
	㎡

	
	平成　

年　月
	
	㎡

	備考
１　実務経験年数は、１年未満切捨てとする。

２　同種業務実績は、平成21年４月１日から募集公告の日までの間に、鉄筋コンクリート造、鉄骨造又は鉄骨鉄筋コンクリート造で延べ床面積2,000㎡以上の設計業務実績（新築設計業務に限る。）を最大５件記載すること。また、代表例を最上段に記載し、それ以降は面積の大きい順とする。

３　施設の概要欄の構造には、耐震、制震又は免震構造についても記載すること。

４　施設の概要欄の階数には、地上階数及び地下階数を記載すること。

５　立場欄には、担当した業務における役割を記載すること。

６　受賞実績の対象は、今回配置する管理技術者が、管理技術者として業務に従事した実績に限る。

７　受賞実績は、過去10年間に、鉄筋コンクリート造、鉄骨造又は鉄骨鉄筋コンクリート造の設計業務実績（新築設計業務に限る。）に対して、日本建築学会、日本建築家協会、日本建設業連合会、公共建築協会、日本建築士会連合会及び日本建築士事務所協会連合会から受賞したものに限り、直近の受賞年月順に最大２件記載すること。ただし、同一物件において複数の機関から受賞していたとしても、１件とする。

８　資格を証明する書類及び受賞を確認できる資料（賞状、掲載された雑誌等）の写し、同種業務及び受賞実績における携わった立場を確認できる資料（発注者が発行した証明書、契約書等）の写し及び雇用を確認できる書類の写しを添付すること。


※　用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。

様式第６号

	　意匠主任技術者の業務実績等　　　　　※配置予定技術者

	氏名
	
	年齢
	歳
	実務経験年数
	年

	資格名
	
	取得年月
	　　年　　　月

	
	
	
	　　年　　　月

	
	
	
	　　年　　　月

	同種業務実績

	設計業務名
	施設の概要
（構造・階数・延べ面積）
	業務期間
	立場

	代　表　例
	㎡
	平成　年　月

～平成　年　月
	

	面　積　順
	㎡
	平成　年　月

～平成　年　月
	

	面　積　順
	㎡
	平成　年　月

～平成　年　月
	

	主 な 受 賞 実 績

	受賞名
	受賞年月
	対象施設名称
（発注者）
	用途
構造
延べ面積

	
	平成　

年　月
	
	㎡

	
	平成　

年　月
	
	㎡

	備考
１　実務経験年数は、１年未満切捨てとする。

２　同種業務実績は、平成21年４月１日から募集公告の日までの間に、鉄筋コンクリート造、鉄骨造又は鉄骨鉄筋コンクリート造で延べ床面積2,000㎡以上の設計業務実績（新築設計業務に限る。）を最大３件記載すること。また、代表例を最上段に記載し、それ以降は面積の大きい順とする。

３　施設の概要欄の構造には、耐震、制震又は免震構造についても記載すること。

４　施設の概要欄の階数には、地上階数及び地下階数を記載すること。

５　立場欄には、担当した業務における役割を記載すること。

６　受賞実績の対象は、今回配置する意匠技術者が、意匠技術者として業務に従事した実績に限る。

７　受賞実績は、過去10年間に、鉄筋コンクリート造、鉄骨造又は鉄骨鉄筋コンクリート造の設計業務実績（新築設計業務に限る。）施設に対して、日本建築学会、日本建築家協会、日本建設業連合会、公共建築協会、日本建築士会連合会及び日本建築士事務所協会連合会から受賞したものに限り、直近の受賞年月順に最大２件記載すること。ただし、同一物件において複数の機関から受賞していたとしても、１件とする。

８　資格を証明する書類及び受賞を確認できる資料（賞状、掲載された雑誌等）の写し、同種業務及び受賞実績における携わった立場を確認できる資料（発注者が発行した証明書、契約書等）の写し及び雇用を確認できる書類の写しを添付すること。


※　用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。

様式第７号

	　構造主任技術者の業務実績等　　　　　※配置予定技術者

	氏名
	
	年齢
	歳
	実務経験年数
	年

	資格名
	構造設計一級建築士
	取得年月
	　　年　　　月

	
	
	
	　　年　　　月

	
	
	
	　　年　　　月

	同種業務実績

	設計業務名
	施設の概要
（構造・階数・延べ面積）
	業務期間
	立場

	代　表　例
	㎡
	平成　　年　月

～

平成    年　月
	

	面　積　順
	㎡
	平成　　年　月

～

平成    年　月
	

	面　積　順
	㎡
	平成　　年　月

～

平成    年　月
	

	備考
１　実務経験年数は、１年未満切捨てとする。

２　同種業務実績は、平成21年４月１日から募集公告の日までの間に、鉄筋コンクリート造、鉄骨造又は鉄骨鉄筋コンクリート造で延べ床面積2,000㎡以上の設計業務実績（新築設計業務に限る。）を最大３件記載すること。また、代表例を最上段に記載し、それ以降は面積の大きい順とする。

３　施設の概要欄の構造には、耐震、制震又は免震構造についても記載すること。また、国土交通大臣認定の有無も併せて記載すること。

４　施設の概要欄の階数には、地上階数及び地下階数を記載すること。

５　立場欄には、担当した業務における役割を記載すること。

６　資格を証明する書類の写し、業務実績における携わった立場を確認できる資料（発注者が発行した証明書、契約書等）の写し及び雇用を確認できる書類の写しを添付すること。


※　用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。

様式第８号

	　電気設備主任技術者の業務実績等　　　　　※配置予定技術者

	氏名
	
	年齢
	歳
	実務経験年数
	年

	資格名
	設備設計一級建築士
	取得年月
	　　年　　　月

	
	
	
	　　年　　　月

	
	
	
	　　年　　　月

	同種業務実績

	設計業務名
	施設の概要
（構造・階数・延べ面積）
	業務期間
	立場

	代　表　例

	㎡
	平成　　年　月

～

平成    年　月
	

	面　積　順

	㎡
	平成　　年　月

～

平成    年　月
	

	面　積　順

	㎡
	平成　　年　月

～

平成    年　月
	

	備考
１　実務経験年数は、１年未満切捨てとする。

２　同種業務実績は、平成21年４月１日から募集公告の日までの間に、鉄筋コンクリート造、鉄骨造又は鉄骨鉄筋コンクリート造で延べ床面積2,000㎡以上の設計業務実績（新築設計業務に限る。）を最大３件記載すること。また、代表例を最上段に記載し、それ以降は面積の大きい順とする。

３　施設の概要欄の構造には、耐震、制震又は免震構造についても記載すること。

４　施設の概要欄の階数には、地上階数及び地下階数を記載すること。

５　立場欄には、担当した業務における役割を記載すること。

６　資格を証明する書類の写し、業務実績における携わった立場を確認できる資料（発注者が発行した証明書、契約書等）の写し及び雇用を確認できる書類の写しを添付すること。


※　用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。

様式第９号

	　機械設備主任技術者の業務実績等　　　　　※配置予定技術者

	氏名
	
	年齢
	歳
	実務経験年数
	年

	資格名
	設備設計一級建築士
	取得年月
	　　年　　　月

	
	
	
	　　年　　　月

	
	
	
	　　年　　　月

	同種業務実績

	設計業務名
	施設の概要
（構造・階数・延べ面積）
	業務期間
	立場

	代　表　例

	㎡
	平成　　年　月

～

平成    年　月
	

	面　積　順

	㎡
	平成　　年　月

～

平成    年　月
	

	面　積　順

	㎡
	平成　　年　月

～

平成    年　月
	

	備考
１　実務経験年数は、１年未満切捨てとする。

２　同種業務実績は、平成21年４月１日から募集公告の日までの間に、鉄筋コンクリート造、鉄骨造又は鉄骨鉄筋コンクリート造で延べ床面積2,000㎡以上の設計業務実績（新築設計業務に限る。）を最大３件記載すること。また、代表例を最上段に記載し、それ以降は面積の大きい順とする。

３　施設の概要欄の構造には、耐震、制震又は免震構造についても記載すること。

４　施設の概要欄の階数には、地上階数及び地下階数を記載すること。

５　立場欄には、担当した業務における役割を記載すること。

６　資格を証明する書類の写し、業務実績における携わった立場を確認できる資料（発注者が発行した証明書、契約書等）の写し及び雇用を確認できる書類の写しを添付すること。


※　用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。

様式第10号

	受託した場合の担当チーム編成　
※管理技術者及び各主任技術者を含む。

	分野
	資格
	人数
	小計
	合計

	建築
	意匠
	一級建築士 
	人
	人
(　　人)
	人
(　　人)

	
	
	二級建築士
	人
	
	

	
	
	その他（技術者）
	人
	
	

	
	構造
	構造設計一級建築士
	人
	人
(　　人)
	

	
	
	一級建築士
	人
	
	

	
	
	二級建築士
	人
	
	

	
	
	その他（技術者）
	人
	
	

	
	積算
	一級建築士　　　
	人
	人
(　　人)
	

	
	
	建築コスト管理士(　　　人)
建築積算士　　　(　　　人)
二級建築士　　　(　　　人)
	人
	
	

	
	
	その他（技術者）
	人
	
	

	電気設備
	設備設計一級建築士
	人
	人
(　　人)
	

	
	建築設備士　　　(　　　人)
技術士　　　　　(　　　人)
一級建築士　　　(　　　人)
	人
	
	

	
	一級電気工事施工管理技士
	人
	
	

	
	二級電気工事施工管理技士
	人
	
	

	
	その他（技術者）
	人
	
	

	機械設備
	設備設計一級建築士
	人
	人
(　　人)
	

	
	建築設備士　　　(　　　人)
技術士　　　　　(　　　人)
一級建築士　　　(　　　人)
	人
	
	

	
	一級管工事施工管理技士
	人
	
	

	
	二級管工事施工管理技士
	人
	
	

	
	その他（技術者）
	人
	
	

	備考
１　複数の分野を担当する者は、最も専門とする分野で記載すること。
２　複数の資格を有する者は、最も専門とする分野で記載すること。
３　建築積算分野の建築コスト管理士、建築積算士、二級建築士の資格者数を、（　）内に記載すること。
４　電気設備分野及び機械設備分野の建築設備士、技術士及び一級建築士の資格者数を、（　）内に記載すること。




※　用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。

様式第11号

参加表明書等受領書

　愛媛県自治会館新会館建設設計等委託業務プロポーザルに関する参加表明書等を受領いたしました。

平成　　年　　月　　日

（提出者）　　

所在地　　 

商号又は名称

　　　　　　　　　※記入不要

	受付番号
	

	受付印

	


様式第12号

平成　　年　　月　　日　

愛媛県市町総合事務組合長　様

　　　　　　　　　　　 （質問者）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 所在地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　 商号又は名称

代表者　　　　　　　　　　　　　　㊞省略可 

電話番号

参加表明書等に関する質問書

愛媛県自治会館新会館建設設計等委託業務プロポーザルに係る参加表明書等に関し、次の項目について質問いたします。

	項目番号
	書類名称（項）
	質問事項

	
	例：プロポーザル実施要領Ｐ８　
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	備考
１　項目番号は、記載しないこと。

２　質問がない場合は、質問書を提出する必要はない。

３　事務局（jigyou@ecsk.jp）に電子メールで提出し、着信の確認をすること。

４　電子メール標題に「愛媛県自治会館新会館建設設計等委託業務プロポーザル質問書」の文字列を入力すること。


※　用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。

様式第13号

技術提案書

業務名：愛媛県自治会館新会館建設設計等委託業務

標記業務について、技術提案書を提出します。

平成　　年　　月　　日

愛媛県市町総合事務組合長　様

　　　　　　　　　　 　　　（提出者）

　　　　　　　　　　　　　　 所在地
　　　　　　　　　　　 　　　商号又は名称
　　　　　　　　　　　　　 　代表者　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞

　　　　　　　　　　　　　 　電話番号
　　　　　　　　　　　 　　　電子メール

　　　　　　　　　　 　　　（緊急連絡先）※緊急時に連絡がとれる者とする。

　　　　　　　　　　　　　　 部署
　　　　　　　　　　　 　　　担当者
　　　　　　　　　　　　　　 連絡先
※　提出者欄には、平成29・30年度愛媛県建設工事等入札資格（測量・建設コンサルタント等）に建築関係建設コンサルタント業務で登録した商号等を記載すること。

※　用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。
様式第14号
課題に対する提案（その１）
	※　課題１に対する考え方を、簡潔にＡ３用紙（１枚以内）に記述すること。

○課題１　耐震性能及び防災機能についての提案

※　用紙の向きは、横向きとする。

※　愛媛県自治会館新会館の基本構想等の内容を参考とすること。

※　視覚的表現については、文章を補完するために必要な範囲においてのみ認める。

※　提出者（参加者名、代表者名等）の特定又は推察をすることができる内容の記述は、一切記入してはならない。

※　外枠は削除しても可とする。


※　用紙の大きさは、日本工業規格Ａ３とする。

様式第15号

課題に対する提案（その２）

	※　課題２に対する考え方を、簡潔にＡ３用紙（１枚以内）に記述すること。

　　○課題２　建設コスト及びライフサイクルコストの低減についての提案

（可能な限りの建設コストの縮減に努めた無駄のない現実的なプランとすること。）

※　用紙の向きは、横向きとする。

※　愛媛県自治会館新会館の基本構想等の内容を参考とすること。

※　視覚的表現については、文章を補完するために必要な範囲においてのみ認める。

※　提出者（参加者名、代表者名等）の特定又は推察をすることができる内容の記述は、一切記入してはならない。

※　外枠は削除しても可とする。


※　用紙の大きさは、日本工業規格Ａ３とする。

様式第16号

課題に対する提案（その３）

	※　課題３に対する考え方を、簡潔にＡ３用紙（１枚以内）に記述すること。

　　○課題３　入居団体等の規模毎に対応可能な効率的なフロア構造・整備計画についての提案（貸会議室含む）
※　用紙の向きは、横向きとする。

※　愛媛県自治会館新会館の基本構想等の内容を参考とすること。

※　視覚的表現については、文章を補完するために必要な範囲においてのみ認める。

※　提出者（参加者名、代表者名等）の特定又は推察をすることができる内容の記述は、一切記入してはならない。

※　外枠は削除しても可とする。


※　用紙の大きさは、日本工業規格Ａ３とする。

様式第17号

工程計画及び動員計画

	　　　　年月

業務区分
	年　月
	年　月
	年　月
	年　月
	年　月
	年　月
	年　月
	年　月
	計

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	予定図面枚数
	延べ設計・積算要員数

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	計
	枚
	人・日

	備考
１　上記様式を参考に、業務区分はできる限り詳細に区分すること。

２　設計業務には，積算業務及び関係法令の申請から許認可を得るまでの期間を含むものとする。

３　業務区分毎に線表で表示し、設計から建設工事及び現会館解体工事までの全体の工程表をまとめること。

４　予定図面枚数及び１日当たりの設計・積算要員数を換算人数（一級建築士免許取得後２年相当又は二級建築士免許取得後７年相当の建築に関する業務経験を有する者に換算した場合の人員数）で記入すること。ただし、設計以外（建設工事、現会館解体工事）に係る動員計画については省略可とする。
５　業務毎に必要と思われるチェック期間を点線で表示すること。


※　用紙の大きさは、日本工業規格Ａ３とする。

様式第18号

技術提案書等受領書

　愛媛県自治会館新会館建設設計等委託業務プロポーザルに関する技術提案書等を受領いたしました。

（提出者）　　

所在地　　

商号又は名称

　　　　　　　　　　　※記入不要

	受付番号
	

	受付印

	


様式第19号

平成　　年　　月　　日　

愛媛県市町総合事務組合長　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　（質問者）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称

代表者　　　　　　　　　　　　　　㊞省略可

電話番号

技術提案書等に関する質問書

愛媛県自治会館新会館建設設計等委託業務プロポーザルに係る技術提案書等に関し、次の項目について質問いたします。

	項目番号
	書類名称(項）
	質問事項

	
	例：技術提案書作成要領

Ｐ２　
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	備考
１　項目番号は、記載しないこと。

２　質問がない場合は、質問書を提出する必要はない。

３　事務局（jigyou@ecsk.jp）に電子メールで提出し、着信の確認をすると。

４　電子メール標題に「愛媛県自治会館新会館建設設計等委託業務プロポーザル技術提案等質問書」の文字列を入力すること。


※　用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。

様式第20号

平成　　年　　月　　日　

愛媛県市町総合事務組合長　様

　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　所在地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　商号又は名称　　　　　　　　　　　　

代表者名  　　　     　　　　　　　㊞　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　電話番号
プレゼンテーション及びヒアリング審査説明員一覧

愛媛県自治会館新会館建設設計等委託業務プロポーザルに係るプレゼンテーション及びヒアリング審査の説明員は以下の者で構成します。

	技　術　者
	氏　　　　名

	管理技術者
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	備考
１　管理技術者は、必ず出席すること。

２　本人が確認できる資料（運転免許証、パスポート、社員証等写真付き）の写しを添付すること。


※　用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。
様式第21号

見　　積　　書

愛媛県市町総合事務組合長　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　（提出者）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　所在地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　商号又は名称　　　　　　　　　　　　

代表者名  　　　     　　　　　　　㊞　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　電話番号
１　業務名　　愛媛県自治会館新会館建設設計等委託業務

２　見積価格
	千万
	百万
	十万
	万
	千
	百
	十
	円

	
	
	
	
	
	
	
	


３　注意事項

　（1）委託予算上限額４０,０００,０００円以内で、見積価格（消費税及び地方消費税込み（税率８％））を提示すること。 

　（2）見積価格の参考資料として、愛媛県自治会館新会館建設設計等委託業務プロポーザル実施要領（以下「実施要領」という。）中、２　設計者選定の概要（8）業務内容に提示しているアからウの業務ごとの内訳書（日本工業規格Ａ４の用紙（縦向き、片面、任意様式））を添付すること。


　　（参考）

実施要領（抜粋）　２　設計者選定の概要　（8）業務内容

ア　愛媛県自治会館新会館建設に係る基本設計及び実施設計（必要に応じた地質調査業務、各種手続業務）
　※　内訳書では、基本設計業務と実施設計業務を区分すること。

イ　新会館建設に係る土地測量業務

ウ　現会館解体工事実施設計業務
(3) 法令に定めるもののほか愛媛県関連例規を遵守し、契約条項を承認の上

見積りを行うこと。
    (4) 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。









